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マー⼈の事業展開の動きと、その特徴についてまとめた。そして、2017 年 2 ⽉







































度と推計している（2018 年度）1)。⽶国 CIA の World Factbook（2020）では、中













男性 10,664 ⼈、⼥性 10,084 ⼈、合計 20,748 ⼈としている。うちヤンゴンに在留
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わせて 86,361 ⼈、雲南出⾝者 40,688 ⼈、それ以外の省は 66,445 ⼈であった。居
住地を⾒ると、86,144 ⼈がイラワジ（現エヤワディ）デルタに集中しており、う
ちラングーン（現ヤンゴン）に住む中国⼈は 50,626 ⼈とされている。6) 






ルマ国内に中国⼈が増え、⼀時期 50 万⼈にまで増加したとの記載もある 7)。⼀
⽅で、1942 年の⽇本軍のビルマ占領により、10 万⼈規模の華僑が中国へ引き揚
げた。ビルマ独⽴後は、⼀部の華僑が再びビルマに戻ってきた。1953 年にビル












































1948 年から 1962 年までの間、多岐にわたる分野で中国系企業の存在感が⾼
まり、精⽶、製材、縫製、⽯鹸、ビスケット製造などに展開していった。全国の
⺠営企業数の中国系の企業数を⾒ると、精⽶所 1,332 社のうち 386 社、製材所
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表１ 1948 年〜1962 年／国有化以前の華僑の事業投資 
 
 区分 ⺠営企業総計 うち中国系 
精⽶所 1335(うち国有 3 社) 386 
製材所 351 27 
縫製⼯場 150 51 
製油所 200 38 
プラスチック製品 250 ほとんど 
⽯鹸製造 160 91 
ビスケット製造 100 80~90 
ゴム製造 10 不明 
制帽⼯場 16 16 
タバコ製造 6 4 















この事情を踏まえてビルマ政府は、1973 年から「今後 30 年間ゴム農場を国有化
しない」と宣⾔し、268 種類の⼯業品製造に⺠間資本の参加を許可している。ま
た、1977 年から⺠間企業の権利を認める法律が施⾏され、「今後 30 年間⺠間企
業を国有化しない」と、段階的に経済の⾃由度が⾼めていった。1980 年までに、
中国系の精⽶所、⾰製品、飴、紡績、プラスチック、プラスチック、電器、⾃動
⾞修理などの⼩企業が 1,000 社ほど回復したとされている 13)。 









表２ 2000 年頃の中国系ミャンマー⼈企業の概要 
 
商業 商社 輸出⼊許可を所有する商社 4,500 社 
雑貨 ほとんど家族経営、資本⾦ 200 万規模、約 25,000 社 
⾐料品 約 7,000 店、資本⾦ 600 万〜5,000 万、⾹港、シンガポ
ール、中国から輸⼊販売 
レストラン 資本⾦ 100 万〜200 万、ヤンゴン市内 2,000 店 
喫茶・カフ
ェ 
資本⾦ 100 万〜4000 万、約 700 店余り、90%福州出⾝
華⼈経営者 
運輸 ⽔運業者⼤⼩ 700 社、資本⾦ 100 万〜4000 万；陸運業
社の多くは雲南出⾝者 
その他 薬局・クリニック 800 所、楽器・玩具 200 余店、資本





⼯業 機械修理 家族経営、⼩規模 
⾷品加⼯ 資本⾦ 600 万〜9000 万、約 5,000 社、⽸詰・ミルク・
ビスケット・⽔産物・果物の加⼯が多い 
紡績縫製 資本⾦ 600 万〜9000 万、約 500 社、太番⼿⽷、⽣地を
輸出 







農業 農場労働者 10 万⼈余り。野菜などの栽培に参⼊、資
本⾦数千万の中規模事業者もある 







社は 4,500 社、雑貨関係 25,000 社、⾐料品関係 7,000 社、飲⾷店経営はヤンゴン
だけでも 2,000 店を数えた。カフェ 700 店、楽器・玩具 200 店、旅館・ホテル関
係 2,000 カ所、河川運輸や航路輸送 700 社になった。⼯業では、⾷品加⼯が 5,000
社、紡績縫製が約 500 社、化学製品が 400 社と参⼊が多く、製靴・機械修理・電
器・製紙・精⽶など、軽⼯業を中⼼に中国系ミャンマー⼈の事業が順調に拡⼤し























中 国 と の 関 わ
り 
Three Red Star 1991 籐製品製造 130 
中 国 と の 貿 易
商から転⾝。中
国輸出。 




創 業 者 が 中 国
















Reva 1996 サンダル製造 1600 
中国輸出、中国






ビ ス ケ ッ ト 製
造 
100 
創 業 者 の ⽗ 福
建省廈⾨出⾝、
戦後に移⺠。後
継 者 と な る 娘
シ ン ガ ポ ー ル
で 中 国 語 教 育
を受けた。 





Shwe  Zalmani 
Garment 
2002 
作 業 着 の 受 託
縫製 
270 
中 国 系 企 業 向
け に 委 託 加 ⼯
100% 








創 業 者 の ⽗ が
エ ヤ ワ デ ィ 管
区 で コ メ の 買
い付け、中華街








Farmer Zhoyarzar 2015 




























ケース①雲南との貿易関係からスタートした Three Red Star 































ケース②経済の⾃由化を受けて創業された Myanbisco Food Industries 











1998 年に創業されたビスケット製造の Myanbisco Food Industries はその典型



























































































ケース④建設資材から農業、医療、不動産開発まで展開する Ayeyar Hinthar 
Holdings 
中でも、Ayeyar Hinthar Holdings が最も成功した事例の⼀つであろう。創業者


























の複合施設として 2013 年にオープンさせている。 















ケース⑥中国メーカーと合弁会社を⽴ち上げる Reva Company 
ラインタヤー⼯業ゾーン１に⽴地する Reva Company のケースから、中国系の
⼈びとのビジネス展開に新たな可能性を感じさせられた。 






製品は⼤きく分けてゴム製、Eva 製と PU 製の３種類、国内市場向けに⾃社ブ
ランド（Kangaroo）で販売している。出し値はゴム製が 2000 チャット前後、Eva







Reva 側が 65%の合弁会社として開設された。従業員規模は約 1000 ⼈の⼤規模
⼯場となり、中国⼈も 50 ⼈は駐在している。ここの⽣産拠点では主に輸出を意
識している。 
現在 Reva の製品は国内向けが 60%、海外向けの OEM ⽣産が 40%となってい










ケース⑦中国企業から 100％受託加⼯の Shwe Zalmani Garment Factory 
Shwe Zalmani Garment Factory は 2002 年設⽴し、現社⻑のチョー・ミン・テ⽒

















現在従業員 270 ⼈のうち、９割を⼥性が占めていた。2018 年 5 ⽉に改訂され
た最低賃⾦は 1 ⽇８時間 4800 チャット、⽉に換算すると 14 万 4000 チャットと



















ケース⑧⾃然農法、六次産業化に取り組む Shan Maw Myae 
企業の社会性への強い意識は、若い世代の起業家、経営者の考え⽅にも浸透
され、彼らの起業背景には、社会問題への深い関⼼が反映されている。たとえば、
Shan Maw Myae が環境負荷の⼤きい農業から、⾃然回帰、⾃然農法へ注⽬して
いる。 
代表のニャン・リン⽒（Nyan Lin、1970 年⽣まれ）は、中国⼈ミャンマー⼈
であり、南シャン地区に⽣まれた。20 歳になる 1990 年に⽇本に留学し、⽇本の














る。従業員は約 100 ⼈、うち⽣産部⾨ 50 ⼈、販売部⾨ 50 ⼈からなっている。コ
メ粉、コメ粉を使ったケーキ、ジュースなどを作る加⼯⼯場は２カ所、全国に⽀
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